長建協発第４４２号
平成２２年１月２６日
会員各位
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
〔公印省略〕　　　　　
エネルギーの使用合理化に関する法律の遵守について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、エネルギー消費量が大幅に増加している業務・家庭部門におけるエネルギーの使用の合理化を推進することを目的とした「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下、省エネ法）が改正され、本年４月より完全施行されることとなります。これにより、省エネ法の規制体系がこれまでの工場・事業場単位から事業者単位でのエネルギー管理に変更となります。
　この法改正にあたり、より広く事業者の方に改正省エネ法を知っていただくためのパンフレットが経済産業省で作成され、全建を通じ国土交通省より情報提供がありましたのでお知らせいたします。

　なお、同パンフレットは、省エネルギーセンターホームページ（下記参照願います。）よりダウンロード出来ますことを申し添えます。

☆パンフレット掲載場所
・省エネルギーセンター　http://www.eccj.or.jp/index.html
　　　　↓

　 その他関連情報の中の「パンフレット」をクリック
・または、下記ホームページよりダウンロード願います。

http://www.eccj.or.jp/law/pamph/outline_revision/index.html
